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2005年6月25日 くらしと自治・京都 ７月号 第303号

京都自治体問題研究所

通常総会議案 特集

住民が主人公の自治体・地域づくりへ

学習・調査・研究活動をすすめる

京都で唯一の研究センター

さあ あなたもご一緒に

（ 住民と自治」７月号付録）「

京都自治体問題研究所第３０回通常総会社団法人

日時 2005年7月2日（土）午後１時受付開始 午後１時３０分開会

会場 職員会館「かもがわ」 ２階 大会議室

議案 ・２００４年度活動報告と会計決算報告

・２００５年度研究活動方針・組織財政方針案と会計予算案

・役員の選出

記念講演 日本の地方自治 その歴史と未来

宮本 憲一先生 大阪市大名誉教授・前滋賀大学長

元自治体問題研究所理事長

第３０回通常総会議案

Ⅰ 住民と自治体をめぐる情勢

１ 憲法改悪の動きと自治体における有事法制の具体化

（１）激しさを増す憲法改悪の動き

自民党は４月の 新憲法起草委員会要綱 に続き 新憲法起草委員会試案 を発表し 民主党も 憲「 」 、「 」 、 「

法提言」をまとめるなど、憲法改悪への動きは激しさを増しています。いずれも憲法９条２項の戦力不

保持の規定を見直し、集団的自衛権も含む「自衛軍」を保持することを明記しようというものです。
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また、衆参両院の憲法調査会は、自民・公明・民主各党が本来の役割を踏み越えて「改憲」に向けた

「論点整理」として最終報告書をまとめました。さらに、憲法「改正」手続きに必要な国会法「改正」

作業が急ピッチですすめられ、国民投票法案についても民主党が自民・公明党との協議機関設置に応じ

たことで法案の国会への提案に大きく道をひらきました。

（２）自治体での有事法制の具体化

「 」 、 。国民保護法 など有事関連７法が昨年６月成立し 有事＝戦争を前提とする体制がつくられました

政府は、３月に「国民保護法による基本指針」を発表し、都道府県には０５年度中に、市町村には０

６年度中に「国民保護計画」を策定することを義務づけるとともに 「平時」から「有事」を想定した、

「図上訓練」や「避難訓練」の実行を各自治体に求めています。

京都府でも昨年、元自衛官を危機管理担当参事として採用したのに続き、０５年度には「危機管理体

制の充実 「国民保護計画の策定」のために２名を増員するとともに、当初予算で「国民保護計画の策」

定」などで６５０万円を計上しています。２月議会では「京都府国民保護協議会条例 「災害派遣手当」

に関する条例の一部改正」など関連３条例を可決するなど、国に追随して具体化をすすめています。

（３ 「９条の会」を始め広がる草の根の運動）

一方、憲法を守る国民的運動は安保闘争を上回る勢いで広がりつつあります 「九条の会」は発足か。

ら１年で全国に１５００を超える賛同組織、京都でも１５０をこえる会が地域・職場・階層など多様な

かたちでつくられ 「憲法九条を守れ」の運動が広がっています。、

２ 京都経済と雇用の現状

（１）京都経済の景況

０５年３月期決算では、アイフルが営業利益、利益面でも５期連続で過去最高を更新し、京セラ・日

本電産など大手５社ともに増収となるなど回復基調にありますが、圧倒的比重を占める中小、伝統地場

産業は低迷を続けています。０４年の倒産件数が過去２番目の538件と５年連続で500件を超え、そのう

ち個人経営が292件と初めて過半数を占めました （1/12「日経 「京都 ）。 」 」

和装伝統産業も、過去の10～15%の生産量に落ち込みその衰退が顕著になっています。

事業所数数も、91年との比較で01年度は86.63%（全国93.58%）と全国一の減少率となっています。

大型店の出店も増え続けています。把握できた最近の出店計画だけでも、延床面積で現在のスーパー

や百貨店を含めた全売場面積の9.8%にものぼっており、卸小売業の衰退に拍車をかけています。

（２）京都の雇用情勢

統計上は改善しているものの、全国と比較すると依然として完全失業率、有効求人倍率ともに厳しい

状況が続いています。しかも改善の中身は、パートやアルバイトという有期雇用の増大であり、特に女

性の場合はパートとアルバイトを合わせると44.3%に達し、全体としても24.9%（02年度就業構造基本調

査）と全国一の比率になっています。

そして、派遣労働者も97年の１万人から00年度以降３万人を超える水準で推移しています。

（３）京都府の産業政策
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京都府の産業政策は、従来の大型開発事業優先のゼネコン奉仕型から、京都財界の中枢部を占めるＩ

Ｔ産業関連事業へ傾斜しつつあります。

05年度予算でも、携帯国際フォーラム、観光都市KYOTOケータイサポート、投資ファンドなどＩＴ産

業とベンチャー育成事業に集中し、一方大企業の誘致をすすめるための誘致補助金を１社あたり20億円

。 、 。に引き上げました これは ４億円を2.2億円に引き下げた和装伝統産業関係予算の10倍にあたります

また、中小企業総合センターを技術部門に特化し機能を縮小する一方で、金融機能は金融機関に丸投

げ、経営指導機能も（財 「産業21」に移管し、中小企業支援の公的機能が解体してきています。）

３ 新たな段階を迎えた地方自治破壊の動き

（１ 「骨太方針2005」による「三位一体改革」と地方財政破壊の攻撃）

小泉内閣は 「規制緩和」と「社会保障解体」による「弱肉強食の格差社会」づくりをすすめ、国民、

の暮らし・地域切り捨ての攻撃を激化させてきました。

６月に骨格が固まった「骨太方針2005」では 「大阪市の職員厚遇問題」なども利用し、いっそうの、

公務員人件費の削減と人員削減、業務のアウトソーシングによる経費の削減を求めています。これは、

「公務員の『総人件費の削減』を０７年度の消費税率引き上げと一体的にすすめる」ため 「国民の理、

解を得るためには、まず行政改革から」との思惑があります。また 「三位一体改革」の総仕上げとし、

て 「地方交付税の財源保障機能の縮小」を強調し 「地方交付税の削減」がうたわれています。、 、

こうしたもとで、知事会など地方六団体は６月１日、昨年に引き続き日本武道館での「決起集会」を

大きく成功させ 「地方交付税の削減反対」の声を響かせました。、

（２ 「地方行革新指針」による「自治体構造改革」）

総務省は３月29日、０５年度以降の自治体「リストラ」を推進するための「地方行革新指針」を地方

自治体に通知し、各自治体に０９年度までの「集中改革プラン」を公表するよう求めました。

その内容は、①「定員管理の適正化」について、これまでの行革指針と大きく異なり、全国一律に期

限を定め、この５年間の定員削減・２０万人（４.６％）を上回る数値目標を示すよう指示しているこ

と、②０７年度からの「中期地方財政ビジョン」により、地方交付税を大幅に切り下げることに対応す

る自治体づくりを強要するものとなっていること、③指定管理者制度や地方独立行政法人などアウトソ

ーシングのツールの活用を自治体に迫り、自治体業務の「営利化・市場化」を推進しようとしているこ

と、④地方自治体を「新しい公共空間を形成する戦略本部」と位置づけ、自治体業務を企画部門に特化

し、実施部門はすべて民間に「アウトソーシング」することをめざすものとなっていることです。

（３ 「構造改革」を本格的にすすめる「京都府経営改革プラン」）

京都府は３月２８日 「京都府経営改革プラン～新・財政健全化指針」を策定しました。、

「経営改革プラン」では、０８年度頃には単年度で５００億円の収支不足が生じるとして 「集中と、

選択による施策の見直し 「府民、民間企業、市町村との役割分担と協働」などで１５０億円の削減、」

事務部門での１０００人程度の削減など「業務改革の推進」で２５０億円の削減 「積極的な増収策」、

で１００億円の増収効果を生みだすとしています。
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そのため、これまでの一律削減型による財政健全化では限界があり、限られた「経営資源」を有効に

活かしていくという 経営感覚 に基づく 行政経営品質の向上 にとりくむとし 削減型 から 経「 」 「 」 、「 」 「

営型」に転換するとしています 「経営改革」の具体的内容は、総務省の「地方行革新指針」とほぼ同。

じ内容でありまさに総務省発の「経営改革プラン」といえます。

、「 」「 」「 」 、ＪＲ西日本は 経営 ・ 効率 ・ 儲け 第一と職員への管理・しめつけを強力に押しすすめた結果

大惨事を招きました。自治体行政でも教訓としなければなりません。

４ 市町村合併と道州制をめぐる状況

（１）矛盾深める政府の自治体再編

合併特例法の期限切れとなる３月末を前に全国で合併申請が行われ、自治体数は05年４月で2395、06

年４月で1822となる見込みで、当初3200自治体を1000に集約しようとした政府の目論見は崩れました。

、 「 」 、 、その要因は ①そもそもが 大義なき合併 であったこと ②地域における住民運動が広がったこと

③「住民自治」の基礎単位である生活領域をはるかに超える大型合併計画であったこと、④財政危機の

深化など先行自治体での矛盾が拡大したこと、⑤小さくても輝く自治体フォーラムに代表される首長・

職員・議員のネットワークの形成と発展などがあげられます。

、 「 」 、 。今後 政府は 新合併特例法 により 知事の勧告権も活かして強力に合併をすすめるとしています

具体的には、総務相が新特例法に基づく基本指針を策定し、都道府県知事がそれに基づいて市町村の合

併構想をつくり、合併を促すとしています。

（２）京都府内の合併の現状と特徴

京都での市町村合併をめぐる状況は、丹後６町が合併した京丹後市（04年４月１日発足 、京北町を）

編入した京都市（05年４月１日発足 、丹波・瑞穂・和知町の合併による「京丹波町 （05年10月11日発） 」

足）に続き 「福知山市 （06年１月１日発足予定）への編入合併をめざす三和・夜久野・大江町と福知、 」

山市 「南丹市 （06年１月１日発足予定）の発足をめざす園部・八木・日吉・美山町 「与謝野町 （0、 」 、 」

） 、 。6年３月１日発足予定 の発足をめざす加悦・岩滝・野田川町が３月30日 府に合併申請を行いました

また、木津・加茂・山城の３町が、４月１日から法定合併協議会をスタートさせています。宮津市と

伊根町は３月29日、伊根町で「合併反対」が過半数を占めた住民投票の結果を受け、合併協議会の休止

を正式に決めました。その結果、44自治体が06年３月１日には28自治体（１政令市、13一般市、13町、

１村）に再編されることとなります。

京都での運動の特徴は、京都府の異常な締め付けのもと 「合併の是非は住民が決める」と各地で住、

民投票条例直接請求運動を展開し、有権者比66%の署名を集めた美山町・大江町（66% 、夜久野町（62.）

5%）など各地で成功させたことです。ところがすべての首長が京都府の意向を受けて条例制定に反対す

、 、 。る中で 伊根町を除くすべての議会が否決するという 住民自治否定の異常な事態を生み出しています

一方、伊根町住民の直接請求に基づく住民投票条例案が初めて議会で可決され、住民投票でも「合併

に反対」が過半数を超えるという画期的な成果をおさめました。

合併１年経過の京丹後市では、当初見込んだ合併特例債が大幅に減額され、旧網野町に匹敵する予算
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を減額したり、旧丹後町の国保料や旧弥栄町の水道料など合併に伴う引き上げが行われる一方、福祉や

教育など暮らしの予算は削減されています。中山京丹後市長がわいせつ容疑で刑事告訴されたり、旧弥

栄町の元町長が在職時代に公共事業の入札妨害を行った容疑で逮捕される事件が明るみに出ています。

（３）動き出した関西財界－「道州制 ・ 広域連合」」「

近畿２府４県と三重・福井・徳島の各副知事と京阪神３政令市の副市長・助役、関西経済連合会な

ど６経済団体、学識経験者らで構成する「関西分権推進委員会」は、年度内に「関西広域連合」の実現

に向けた検討を始めるとして、産業政策など６分野の作業チームを発足させました。また、京阪神３府

県と３政令市、関西経済連合会などが 「2008年度関西サミット誘致委員会」を設置するなど、関西財、

界が正面に出て 「道州制 ・ 広域連合」の関西での具体化をめざそうとしています。、 」「

５ 府民の暮らしと求められる自治体の役割

（１）府民の暮らしの実態

国の社会保障切り捨て、大増税政策とそれに追随する自治体行政の中で府民の暮らしはギリギリまで

追いつめられています。国民健康保険加入者40万人のうち、高すぎる保険料が払えず２割・8300世帯が

滞納せざるを得ない状況です。介護保険料についても、京都府のアンケート調査でも「保険料の負担が

大きい」と答えた方が53%にのぼっています。介護認定を受けても「１割負担が重すぎる」と利用しな

い方が18%、１万５千人も生まれています。さらに、長引く不況や雇用破壊の中で、公立高校の授業料

減免が、02年度3269人が04年度では4722人1.4倍に増えています。

（２）今こそ求められる自治体本来の役割

このような中で自治体は、国の悪政の防波堤となり、住民の福祉の増進という本来の役割を発揮する

ことが求められています。しかし、京都府では、生活保護世帯への夏季年末見舞金の廃止、ホームヘル

プサービスでの低所得者への経過措置の廃止、老人福祉事業費予算の大幅カット、私学助成の減額、労

働費の35%カットなど福祉・医療・教育分野の予算を大幅に削減しました。

京都市でも、敬老乗車証の有料化、国民健康保険料・保育料・施設の使用料の値上げ、市営葬儀事業

の廃止など市民サービスを切り捨て、市民に大幅な負担増を求める05年度予算案が与党の賛成で可決さ

。 、 、 、れました 宇治市では 労務対策に松下労組元委員長を非常勤で月額77万円 年収１千万円で雇う一方

住民の切実な願いである乳幼児医療費無料化拡大については冷たく拒否しています。

（３）住民自治求め、広がる住民要求運動

市町村合併問題での住民投票直接請求運動は、かけがえのない古里を自分たちで守ろうという、まち

づくり運動に発展してきています。憲法改悪に反対する地域や分野、職場・学園での草の根の運動も、

燎原の火のように広がっています また 05年度予算案をめぐっては 京都市の値上げ提案に対し く。 、 、 、「

らし・福祉削るな！実行委員会」を軸にしたたたかいがかつてない広がりを生み出し、乳幼児医療助成

制度の拡充を求める運動、町立精華病院の存続を求める運動も広がっています。

、 、 、教育では 府立高校の統廃合の攻撃に対し 南部地域の高校統廃合に反対する署名運動がとりくまれ

宇治市での小中一貫校問題でも地域ぐるみの運動が立ち上がっています。
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自治体要求連絡会の運動を始め京都総評を中心とする対府・対市要求運動、市内高速道路問題や環境

を守る運動も地道に続けられています。

６ 京都自治体問題研究所の役割

以上のような情勢のもとで、憲法改悪を許さない共同のたたかいの発展、自治体「構造改革」に反対

し住民の立場に立った地方自治の充実、地域経済の再生や住民生活の向上に役立つ地域調査活動や政策

立案活動がかつてなく求められています。その意味で、住民諸組織と共同した自治体労働組合の自治研

活動の発展が強く求められているとともに、そのネットワークの知的中枢、シンクタンクとしての本研

究所の果たす役割は極めて大きいといえます。

Ⅱ ２００４年度活動のまとめ

１、研究会活動

（１）宇治市政研究会

宇治市職労の委託による調査研究活動で、０２年１１月７日に第１回研究会を開催し、第１３回研究

会（０４年９月２９日）まで研究会を重ねて執筆活動に入り、報告書を完成しました。２００５年１月

に「今、見つめよう宇治の街とくらしー宇治市行財政研究会報告書」として刊行されました。

（２）京都府政研究会

京都府職労の委託による調査研究活動で、０４年７月２４日に第１回全体会を開催し、分野・課題別

研究会、地域研究会、総論研究会を取り組んでいます。府政研究会は０５年５月２９日の府政研で中間

まとめをだし、９月～１０月には報告書の完成をめざします。

（３）出版物「市町村合併の幻想」重版と「住民投票の手引き」の出版

「 」 、 、市町村合併の幻想 が その後の情勢などをうけて最小限の訂正をおこない０４年９月重版として

さらなる普及がおこなわれています。また、京都の研究者や自治体労働者が京都における実践経験をも

とに刊行した「住民投票の手引き」も合併情勢を反映して関係者に販売・普及されました。

２、第２回京都自治体学校

第２回京都自治体学校が８月２８日全体会、２９日分科会で開催され、第１日目１４６人、第２日目

１０３名が参加しました。今年の学校は京都自治体問題研究所と京都自治労連の共催とし、協賛団体を

募るという方式で運営されました。二宮厚美氏（神戸大教授）の記念講演、①美山町の合併問題と②醍

醐コミュニテーバスの特別報告がありました。第２日は課題別教室とし、①市町村合併、②社会保障、

③まちづくり、④財政改革の４つを設定して認識を深めました。

３、共催事業・相談業務など

（１ “災”を考えるシンポジューム）

０４年１０月の台風２３号や１２月の中越大震災、そして０５年１月の阪神・淡路大震災１０周年を

テーマに“災”を考える京都シンポジュームが２月６日京都会館会議場で開催され、３００人がつどい
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問題を深めました。講演には奥西一夫氏（京都大学名誉教授 、広原盛明氏（元府立大学学長）らそれ）

ぞれの専門分野から鋭く問題を提起し、課題を深めました。このシンポジュームは実行委員会方式で取

り組まれ、京都自治体問題研究所、国土問題研究会、新建築家技術者集団京都支部、日本科学者会議京

都支部の４研究団体が参加しました。また、協賛団体には京都自治労連、京都府職労、京都市職労、京

建労、自治体要求連絡会などが結集し、組織的財政的に大きくバックアップしました。

（２）検証 京都の市町村合併とまちづくり

４月２４日三和町の三和荘で合併問題をテーマにした共同の取り組みが行われ、府内各地から約１０

０名が参加し大いに学び交流しました。森裕之氏（立命館大学助教授）が三位一体改革と市町村合併問

題で基調報告、谷上晴彦氏（京都自治労連行財政部長）が京都の取り組みとこんごの課題について提起

しました。そして、住民投票にかけて合併をストップした伊根町の代表をはじめ各地から豊富な経験や

意見が出され、有意義な集いとなりました。こんご、合併したところもしないところも、それぞれの地

域の特徴を生かし、地域内分権と自治を求めて研究・学習・運動を強めていくことを確認しました。こ

の研究会は合併府民懇と京都自治体問題研究所が主催し、京都自治労連や京都府職労が後援しました。

（３）これでいいのか「安心・安全」～どうなる京都は？

６月１２日「これでいいのか『安心・安全』～どうなる京都は？」の集いが、ひらかれました。これ

は災害問題をどう考えるのかという課題と、国民保護計画の策定、戦争する国づくりへ住民と地方自治

体を協力させようとする動きのもとで、安心・安全な自治体のあり方を考えようと開かれたものです。

京都市消防職員ネットワークの会や宇治市消防職員協議会など実行委員会が運営し、当研究所も後援し

ました。

（４）市町村合併の学習会が各地で開催され、講師紹介、資料紹介などが多数ありました。

４、全国研究所の活動への参加

・第４６回自治体学校（０４．８．７～９）

全体の参加者1,515名（自治体労働者40,4％、議会関係40,8％、その他18,8％）

京都の参加者 88名（自治体労働者）40名、議会関係38名、その他10名）

・第３０回自治体政策セミナー（０５．２．４～６）

全体参加者344名、京都の参加者17名

・全国研ＮＰＭ研究会が京都事務所で６回開催されました。

５、組織活動

（１）理事会は４回、拡大常任理事会は議案作成委員会や役員選考委員会も併せて５回開催しました。

理事会では理事が交替で「研究報告」を行い、学習討論を継続しています。

（２）０４年２月１３日に新事務所に移転以来、研究所の諸会議はもとより、共同主催の会議や独自研

究会（ＬＲＴなど）による事務所活用がはかられてきました。また、ＴＶやスクリーンの寄贈もあり、

プロジェクター購入にふみきりました。

（３）京都所報「くらしと自治・京都」を発行し、参加型をつらぬく誌面の改善と集団編集につとめて

きました。この１４ヶ月（うち７月号は総会議案）間に執筆や写真協力をいただいたみなさんは延べ９
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、 。 、 。５名にのぼり あたたかい反応をいただきました また ホームページの内容改善に努力してきました

（４）会員の増減と拡大運動

・この１年間の会員・読者の増減状況（０４年４月～０５年３月）

会員 増４５ 減２７ 差引＋１８

読者 増 ５ 減 ４ 差引＋ １

Ⅲ 2004年度決算の特徴（９ページ決算掲載）

① 収入の特徴

会費収入は予算をかなり下回りました。団体会費は順調に納入され予算を上回りましたが、個人会費

は会員も増え、長期滞納の克服にも努力しましたが、全体として納入が低調でした。

調査研究事業は、宇治市政研究会も終了し予算を上回りました。図書普及事業は、京都自治労連の普

及協力や、住民投票請求運動での集会・学習会が活発に行われ、図書普及が進みました。

② 支出の特徴

支出では、新事務所への移転、事務局体制の充実など活動量が増えたため、消耗品費、通信費、渉外

費などで予算を上回りました。事務所費は、移転に伴う支出が若干残ったことと、コピー機のリースを

更新したために予算をうわまわりました。

全国研究所へは会費・誌代及び図書代ともに完納しました。にいがた自治体研究所が全国研と協力し

てたちあげた「中越大震災研究会」への支援カンパは、理事会カンパを含め一定額を送りました。

Ⅳ ２００５年度研究活動方針

財政危機下で強行される「構造改革」は、住民のくらしと地方自治に危機をもたらしています。この

ような中、地方自治を拡充し住民本位の自治体行政を構築する、いつまでも住み続けられる地域づくり

をすすめる研究が求められています。設立３０周年をむかえた京都研究所は、多くの団体、個人と共同

、 、 。し 地域の情報や取り組みの経験を集約し 政策づくりと情報を発信する活動を積極的におこないます

１．各自治体における政策研究活動

研究所の基本的な課題である自治体の政策研究に取り組みます。各自治体の行財政に関する受託研究

を追求します。

「 」 「 」 、舞鶴市の まちの研究所 づくりの準備や三和町でのＮＰＯを軸にした まちづくり研究交流 活動

美山町の「美山まちづくりセンター」の経験などに学ながら 「まち研 「地域研」のたちあげにとりく、 」

みます。そのために、条件のある自治体から自治体労働組合や住民、地方議員と共同し、地域の課題に

応える研究会を発足させます。この分野でも、自治体関係のＯＢの協力を積極的によびかけます。

２．京都府政研究会について

京都府政研究会は今年秋に研究結果をまとめ、報告書を出します。それにむけて、５月末に発表され

る府政研の中間まとめを活用して広く意見を求めるとともに、各分野と地域の研究会活動をひきつづき
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強めます。また各研究会の取り組みを交流する全体会を設けます。

３．白主的研究活動の推進

京都経済研究会をはじめ自主的な研究活動を旺盛に展開します。合併後１年経った京丹後市の合併に

よる変化と今後の課題を研究会を設け調査します。地方自治制度とくに道州制や地域自治組織、三位一

体改革や公共性にかかわる研究会の立ち上げをめざします。

４．共同研究・共同事業の推進

第３回京都自治体学校(８月２７～２８日)の成功をめざします。第４７回自治体学校(金沢市、７月

２２～２４日)や第３１回自治体セミナーなど、全国レベルの研究会に積極的に参加します。京都商工

交流会や「合併府民懇」の活動に引き続き取り組みます。近畿圏の研究所とともに関西地域問題研究会

に参加し、引き続き取り組みます。

５．地方自治講座などの取り組み

階層別の企画や地域の課題に応える出前講座、参加者による企画など、新たな参加者を掘りおこす地

方自治講座の取り組みを検討します。またワーク・ショップや現地視察型の講座なども企画します。

北部の自治体学校や南部の自治体問題学習会に学びながら会員・読者交流会を積極的に取り組みま

す。そのために担当理事を地域の世話人として配置します。引き続き活動補助金を支出します。

退職された会員のネットワークづくりをすすめ、豊富な知恵と力を活かしてもらいます。活動補助金

について検討します。

Ⅴ ２００５年度組織財政方針・予算案

国・自治体のあり様の大きな改革の波が押し寄せています。当研究所への期待はますます高まってい

ます。調査・研究活動や政策立案、普及活動を強め、また個人会員・読者会員、団体会員を拡大し、情

勢にふさわしく研究所の質・量の強化を追求します。

１．設立３０周年事業の検討・具体化と会員拡大・読者拡大

０４年度も会員・読者は若干の増になり、２年連続の増となりました。しかし、住民と自治体をめぐ

る情勢に応えるにはいっそうの前進が求められています。しかも当研究所は来年設立３０周年を迎えま

す。記念事業の検討・具体化をすすめ、より大きな研究所として迎えることを目標にします。

これから、団塊の世代が退職の時期を迎えます。退職後も活躍できる場づくりが求められています。

例えば合併したところも、合併しないところも「地域内分権 「協働」の必要性が高まるなど、地域で」

の研究会活動の重要性が増しています。地域での研究会活動を支援し、当研究所の魅力の向上・活性化

につなげ、会員増・財政確立に貢献します。

一方で雇用形態は多様ですが、公共分野での青年労働者がはいってきており、若い世代の会員拡大も

強化する必要があります。会員団体の協力を得て積極的な宣伝を行い、会員の純増３０をめざします。

２．研究・運営体制、若手研究者、事務局体制の強化
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情勢から求められる当研究所の課題は、多岐にわたっています。研究所運営の強化にむけて、研究分

野、組織活動分野の複数担当性など組織的な運営を強化します。

北部自治体学校や南部自治研などの地域研究会の発展に財政支援も含め貢献するとともに、新たな地

域研究会（まち研）や読者会の発足をめざし、担当理事を配置します。京都自治体学校の成功に貢献し

ます。受託研究を積極的に拡大し、旺盛な研究活動の前進をめざします。また、若手研究者や職場・地

域の人びととの協働の取り組みをすすめます。

事務局を引き続き複数体制で運営し、集団的な力を発揮します。

３．情報発信、ネットワークの強化

、 、 。会員・読者の情報発信・情報共有のために 引き続き所報の充実 ホームページの改善をすすめます

幅広い分野の執筆者に協力をいただき、府政・京都市政・市町村政などのテーマをバランスよく掲載し

ていきます。編集委員会を開催します。新たに会員向けのメールニュース発行を検討します。

４．今年度予算の特徴について（１２ページ予算案掲載）

（収入について）

会費収入については、前年度なみをもとに計上します。事業収入のうち、調査研究事業は府政研究に関

するものを計上し、図書普及事業については、出版物の積極普及を見込んで計上します。

安定的な財政基盤を確立するために、会費納入、長期滞納の解消、新たな会員獲得など、会員のみなさ

んの引き続くご協力をお願いします。

（支出について）

支出については、研究活動の充実に優先的に活用することを基本に予算を計上します。府政研の予算と

「まち研」の活動援助金を計上しました。

人件費については、複数の事務局体制、ボランティア勤務でお願いし、人件費総額は前年度なみとしま

す。内部管理的な経費については引き続き抑制し、備品についてはプロジェクター購入を予算化します。

事務所費について、所要の額を計上します。
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